
様式第４号（第９条関係）

　　年　　月　　日

徳島県知事　殿

住　　所

氏　　名
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　   法人にあっては、主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  及び名称並びに代表者の氏名
実　績　報　告　書

補助事業が完了したので、徳島県補助金交付規則第１１条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告します。
１　補助事業名
　　　　　　年度徳島県高度外国人材採用活動支援事業
２　補助金の交付の指令番号
　　　　　年　　月　　日付け徳島県指令　　第　　　号
３　補助事業完了年月日
　　　　　年　　月　　日
４　関係書類
　（１）事業実施報告書（別紙３）

　（２）補助対象経費の金額が確認できる書類の写し（領収書等）

（３）その他知事が必要と認める書類
５　担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）
　　氏名　　　　　　　　連絡先
別紙３
　　年　　月　　日
事業実績報告書
１　事業実施内容

	事業区分
	該当する事業に☑を記入
□　在留資格の取得等

□　渡航費等

□　人材受入れに係る費用

	実施時期
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	高度外国人材の職種
	

	在留資格
	

	就業場所（予定）
	

	配属予定の部署の事業概要
	配属部署：
事業概要：

	高度外国人材の
業務（予定）内容
	

	実施内容
	※実施内容、実施方法などを具体的に記載してください。
※必要に応じて行の追加を行ってください。


	高度外国人材に対する期待
	


※高度外国人材が複数人いる場合には、それぞれの予定が分かるよう記載してください。
※事業区分「人材受入れに係る費用」の場合、人材受入れに関する契約を締結したことを証する書類（人材紹介契約書、労働者派遣契約書の写し 等）を添付してください。
※事業区分「在留資格の取得等」、「人材受入れに係る費用のうち人材紹介契約に基づき事業者に支払う手数料」の場合、補助事業終了後の高度外国人材の処遇を証する書類（雇用契約書の写し等）を添付してください。
※事業区分「人材受入れに係る費用のうち人材紹介契約に基づき事業者に支払う手数料」の場合、高度外国人材の在留資格が確認できる書類（在留資格認定証明書等）を添付してください。
２　補助事業の経費執行状況
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）
	区分
	決算額
	備考

	 県補助金
	
	

	 自己資金
	
	

	 その他
	
	

	計
	
	―


　
　（２）支出の部
	実施する事業区分の欄のみ記入
	
	（単位：円）

	事業区分
	決算額
	備考

	在留資格の取得等
	
	

	渡航費等
	
	

	人材受入れに係る費用　
	
	

	補助対象経費計※
	
	

	補助対象外経費計
	
	消費税等

	合計
	
	


（注）補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いたものとする。
	（３）補助金交付額
補助対象経費
補助金交付額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
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